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菊田幸一編著「死刑と世論」
西　村　春　夫☆
　本書は明治大学法学部教授である菊田幸一氏，中央学院大学法学部教授である辻本義男氏，および
明治大学短期大学の教授である鈴木享子氏の共同執筆になる死刑と世論に関する著作である。著者た
ちは多年にわたり死刑廃止を講壇で学生に理論的に説いて来たのみならず，講壇から街にでて，廃止
にむけての社会運動を精力的にすすめている数少ない学者である。ここで，なぜ刑法学者の間で廃止
論者が少ないのかという疑問が湧くであろう。従来の日本では，刑事法の学者は死刑問題に対する関
心は薄く，否，死刑を肯定するのものが多かったと言えるのである。その理由は，刑罰の根拠を応報
に求める論者にしろ，教育改善に求める論者にしろ，およそ法学者は法における正義の実現の究極の
姿を犯罪者が死をもって償うことに置いていたからである。つまり，一言でいえば，死に値する行為
をしたものが生きていては法が泣くという。死に方については問わないのが普通であったから，国家
が死なせるのは崇高な行為であり，殺人の範疇には入らないと考えた。一方の人から見れば，「泣く」
というだけのことかと言われそうであるが，他方の人にとってはこれが美衣をまとって法的確信に高
められ，死刑は法秩序の最高のシンボル的存在となる。
　最近では，死刑廃止運動の底辺を広げようと考える人たちが出てきた。つまり，死刑制度を法律か
らすぐ無くすことが無理なら，法律上は死刑があって死刑判決がでても，その執行を停止しようとい
う運動が出てきており，これならば，すぐには文字通りの死刑廃止に賛成できない法学者でも死刑廃
止に向けての運動に参加してもらえるというわけで，著者たちはこの方面の運動にも力を入れている。
　我が国で，この死刑執行の停止の動きが効を奏したかに見え，3年4か月死刑の執行がなかったと
ころ，さる3月に，これでは法秩序が保たれないという，あの理由で法務大臣は3人の死刑待機者を
死刑台に送った。真の理由は，法秩序以外の，別のところにあったのかもしれない。そういう時期に
本書が出版されたのは意義深い。
　この本は，内容から見て，大きくいって3部からなる詳細なものである。1は，死刑問題をめぐる
アメリカにおける専門家，一般市民の意見の紹介，2は，我が国の意識階層に対して著者たちがおこ
なった死刑問題に関する調査の結果，3は，これまで日本でおこなわれた死刑問題に関する各種調査
結果の要約である。
　1では，世論とは何かについて問題とする。ダイシーの認識では，世論は，諸事情の産物に過ぎず，
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人々各自が自己の確信と思っているのは実は錯覚であるとみなされる。世論が法律を作るのではなく，
法律が立法に関する世論を育てるべきこととされる。マーシャル判事は，大衆が死刑についてもっと
情報を知らされれば，死刑は道徳的に受け入れ難いと思うようになると主張する。世論が諸事1青の産
物だと言う場合，諸事情とは1つは人々に与えられる情報であり，2つは人々の心のなかの応報感情
である。そこで与える情報を操作したとき，被験者の死刑賛成一反対の態度はどう変わるかについて，
本書では3つの社会心理学的研究を紹介している。そのなかの1つでは，人道主義を内容とする短文
を読ませた後と，死刑は犯罪抑止に有効ではないという効用論議を読ませた後で，死刑反対の態度が
高くなるか，どうかを調べた。両方を読ませた時がもっとも変化が大きかったが，人道主義と効用論
とを比較すれば，効用論の方が効果があることを見出した。普通，死刑反対の理由としては，このほ
かに，誤判，更正の可能性を閉ざす，被害者に対する十分な補償をすれば納得してもらえるなどが挙
げられる。
　2では，死刑制度を比較的よく知っていると思われる意識階層を対象とした調査の結果を紹介して
いる。一部を除き，回答率が一般に低いという難点があるが，これはやむを得ない。結果は，死刑制
度の賛成，反対の意見は社会のなかに一様に存在しているのではなく，社会的に差異化して存在して
いることである。反対の意見の率は，若年ほど高く，刑務官，検察官，裁判官，法務事務官，学生，
大学教員の順で増加する。興味あるのは，大学教員は反対率がかなり高いのに，他の集団はそうでも
なかったことである。学生より大学教員の方が反対率が高いということは，教員の反対思想が学生に
滲透していかないことを暗示している。これについては，学生の態度形成は大学教育以外の分野でも
相当行なわれると見るか，すでに死刑賛成の態度をもって入学してくる学生を反対に変えることがい
かに難しいかである。検察官，裁判官の反対率が大学教員より低い。これは，就職後の職業社会で規
範教育をされて死刑賛成に固まるとみるべきかと思われる。
　3の各種調査結果は，本書348頁に一覧表として収録されているので便利である。この一覧には
2で論じた意識階層の調査結果も入っている。それによると，存置が廃止を上回っている調査が多い。
　そこで次のような著者たちの主張になる。死刑を日本からただちに無くすべきであり，世論の過半
数が死刑存続を希望しているからといって，死刑廃止は時期尚早と政府が言うのは許されないという
ことになる。
　というのは，政府，ないし存続論者がいうところの世論とは一体なんであるかが疑問であり，欧米
で死刑を廃止している多くの国では，世論は死刑を希望していて，なおかつ国は，反対に死刑を廃止
しているのだと指摘している。そういう国では，市民の応報感情，被害者感情，既存の国家秩序重視
の思想，法の究極的正義の実現には死刑が絶対必要という信念を乗りこえて，かつ，国の倫理，犯罪
者や被害者を含めて全市民の人権の最重視の考えを政治家や政府が取っているからであるとされる。
つまり政治的指導者が死刑を歓迎する国民感情を押さえているかっこうである。欧米には死刑にまつ
わる，多くの不幸な歴史があったことを聡明な指導者は知っているのである。
　政府が重要な政策を決定するとき，世論どおりにやるか，世論に反してもやるかは，問題ごとにそ
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の是非を判断する必要があろう。たとえば，政府は世論の願望に反して，毎年税金を徴収しているし，
また，世論の期待どおり，つい最近，自民党の領袖をして副総理を辞めさせたわけである。こと死刑
に関しては，世論に反して廃止を宣言し，開明的な立法をすべきだというのが著者たちの訴えである。
　では，なぜ死刑と世論という本を書く必要があるのかという疑問が読者にでるかもしれない。それ
は死刑存続の大きな根拠の一つとなっているらしい世論の実態を細かく見てみようとの意図からであ
る。そうすれば，世論というのは実は隠れ蓑にすぎないことが分かってくるからである。永久に死刑
を続けよという人はほんとに少ないのだから。しかしながら世論と法律を不一致のままにしておくの
は，決して好ましいことではない。不一致を少なくする努力が大切である。それには本書にも紹介さ
れているように，人々に死刑，あるいは死刑待機者に関する情報をもっと提供することなのである。
　時あたかも，この国で3年4か月続いた死刑執行の無い日の記録が破られた。人の2人や3人が，
片や強盗のため，また，片や国家の死刑台のうえで殺されても，どうっていうことはないと人は思う
かもしれない。別の例でいえば，高速道路建設のため，ごみの処理場建設のため老成の大木が5，6
本切られても，どうっていうことはないと思うかもしれない。この本の著者たちは，この「どうって
いうことはない」をきっぱり拒否する感受性の持ち主である。筆者もこの感受性を大切にしたいと思
う。
　さて，正直，通読するには部厚い本である。しかし，ぜひお求めになり，忙しい方は全部を読まず
とも，第1章序説と第11章要約を少なくともお読みいただくことをおすすめしたい。
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